
入札ボンドについて

１．入札ボンドとは

・米国で導入されている入札ボンドは、本来は、公共工事の入札参加者が落札したにも

かかわらず、契約に至らない場合の発注者の再入札費用等に対応するため、入札参加

者に義務付けられるものである。

・また、契約を行った受注者が工事を完成できない場合のリスクに対応する履行ボンド

の発行に当たっては、再度審査を行うことが建前となっているが、入札ボンドを発行

して履行ボンドを発行しない例はほとんどなく、事実上、入札ボンドは履行ボンドと

一体のもの（履行ボンドの予約の性格を併せもつもの）として機能している。

・したがって、入札ボンドの発行時には、履行ボンドの発行を前提とした審査が行われ

ている。

Capital Character Capacity・ボンド引受機関は 建設業者の 資金力 過去の工事経歴、 （ ）、 （ ）、

（契約遂行能力）を審査することにより、資格審査の一部として機能している。

２．入札ボンド制度を巡る議論

（１）これまでの検討経緯

・平成５年１２月中央建設業審議会建議、平成６年１２月履行保証制度研究会報告

一般競争入札の導入等の入札契約制度改革の一環として、検討されたが、入札・契約

制度をめぐる状況や履行ボンド制度の実施状況を見ながら、必要に応じ検討されてしか

るべき課題であるとされた。

・平成１４年７月新たな保証制度に関する実務研究会報告

入札ボンドについて、①入札参加時点で保証を求める制度は発注者のリスク回避手法

として大きな効果があること、②建設産業全体に供給過剰感が強まる中で、建設産業の

淘汰・再編を進める上でも、入札参加時に市場の選別を用いる入札ボンドには大きな意

義があること、③これまで行われてきた入札契約制度改革と相俟って、第三者が関与す

ることにより、公共工事に係る様々な不正行為の排除に一定の効果を持つこと、との基

本認識を示した上で、基本的な制度設計案を提示し、導入の可能性を探る。しかしなが

ら、現状においては、主に引受機関の問題から困難であり、経済環境の変化に対応して

速やかな導入が可能となるよう、引受機関の引受能力の確保方策等実現可能な制度設計

上の課題等について引き続き検討すべきとされた。

資料４
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米国における資格審査の流れ米国における資格審査の流れ

手続開始

事前資格審査
ボンド発行の審査

保証会社にボンド
の発行の申請

入札

契約前審査（事後資格審査）

契約

〔公告〕
・入札仕様書配布

〔審査項目〕
①資金力（Capital）
②過去の工事経歴（Character）
③契約遂行能力（Capacity）

〔審査項目〕
①最低価格（価格競争型競争入札の場合）
②入札仕様書との整合
③契約遂行能力

履行

（事前審査を行わない場合もある）

（建設業者）

（保証会社）

【発注者の手続】 【保証会社の手続】

入札ボンドの発行

履行ボンドの発行

根拠：１９３５年のミラー法に基づき、連邦発注の１０万ドル（場合によっては２万５千ドル）以
上の工事に対して、履行ボンドの提出が義務付けられる。さらに、連邦調達規則では、入札
保証（ほとんどが入札ボンド）の提出も義務付けられており、実務上、履行ボンドの発行を
前提に入札ボンドが発行されている。

根拠：１９３５年のミラー法に基づき、連邦発注の１０万ドル（場合によっては２万５千ドル）以
上の工事に対して、履行ボンドの提出が義務付けられる。さらに、連邦調達規則では、入札
保証（ほとんどが入札ボンド）の提出も義務付けられており、実務上、履行ボンドの発行を
前提に入札ボンドが発行されている。

落札



新たな保証制度に関する実務研究会報告について
（平成14年7月19日）

基本的考え方

入札参加時点でボンド（履行ボンド予約）を導入することにより、
○ 公共工事の参加者を経営基盤のしっかりした企業に限定すること
により、建設業者の淘汰・再編を促進

○ 併せて公共工事の受注者選定における恣意性の排除に寄与

制度設計案

入札参加時点で、民間のボンド引受機関が受注企業の経営状況の評価
を行い、履行ボンドの予約を発注者に提出
○ ボンド引受機関

建設業者の経営状況を的確に把握し、与信枠設定のできる主体
＝ 損害保険会社、都市銀行等の民間金融機関等を想定

○ 対象工事
当面、一般競争入札対象となるような大規模工事を対象
＝ 審査・与信業務を行う引受機関の体制や、受注業者が破綻し

た場合の影響の大きさを勘案

制度導入の可能性

○ 制度導入のかぎ＝再保険市場でのキャパシティーの確保
米国経済の低迷やテロの余波を受け、世界的に再保険市場が
収縮
民間金融機関から、直ちに導入することは困難との指摘

現状と課題

現状においては、現時点での履行ボンド予約の制度の導入は
主に引受機関の問題から困難
経済環境の変化に対応して速やかな導入が可能となるよう、
残る課題について引き続き検討
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